
報道関係者各位

リネットジャパングループ株式会社（本社：愛知県大府市、代表取締役社長：黒田 武志、以下「リネッ

トジャパン」）が、2016年12月7日（水）に発表された日経 MJ 『2016年 ヒット商品番付』 で、都市鉱

山活用を目指し、宅配便を使ったパソコン・小型家電の回収サービス「リネットジャパンのあんしん宅配

回収」を手掛ける企業としてとして「前頭」にランクインいたしました。

2016年12月8日
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PRESS RELEASE

不用なパソコン・小型家電の宅配便回収サービスが大ヒット中！

日経MJ
『2016年ヒット商品番付』にランクイン！

2013年4月に、小型家電に含まれる有用金属（＝都市鉱山）を活用するために「小型家電リサイクル
法」 が施行され、国の認定事業者や各自治体による小型家電の回収・処理がスタートしました。

当社子会社のリネットジャパン（株）は、同法の認定事業者として、2014年７月から不用なパソコン・小
型家電を、宅配便でリサイクル回収するサービス（サービス名：リネットジャパンのあんしん宅配回収）

を全国初・国内唯一の取組として提供しています。※認定事業者は全国４９社（２０１６年１２月８日時点）

このサービスは全国１０２自治体（人口約3,300万人）と協定等を締結し、行政のリサイクル回収
の一環としても実施しています。※連携自治体以外からも回収は可能 ※連携自治体は2016年12月8日時点の内定を含む

このような取り組みが評価され、 日経MJ 『 2016年ヒット商品番付 』 において、都市鉱山活用を目
指し、宅配便を使った小型家電回収サービスを手掛け、全国約100の自治体と業務提携している企業と

して 「リネットジャパングループ」 が 「前頭」 にランクインされました。

リネットジャパンは、都市鉱山を宅配便で回収する事業を通じて、限りある資源の有効活用を促進し、一
層の環境・社会への貢献を目指して参ります。

リネットジャパングループ株式会社

本件に関するメディアの
皆さまのお問合せ先

リネットジャパングループ株式会社 担当：長堂
TEL：0562-45-2930 / FAX：0562-45-2903

※本リリースに掲載している写真をはじめ、各種素材のご提供もしております。

■ １００以上の自治体と連携した、
「 リネットジャパンのあんしん宅配回収 」 が評価されました！

日経MJヒット商品番付とは、日本経済新聞社の消費・流通・マーケティング専門誌「日経MJ」が毎年

発表しているもので、消費者動向や世相を踏まえ、売れ行き、開発の着眼点、産業構造や生活者心理

に与えた影響などを総合的に判断し作成されている商品番付です。（同誌より抜粋）
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■ サービスご利用方法

Step1 インターネット（パソコンまたはスマートフォン）からお申込み！

Step2 段ボール箱に等に詰めるだけ！詰める箱がない方へ、箱の事前お届けも可能！

Step3 佐川急便が、ご希望の日時に回収へお伺いします！（年中無休）

■ 回収対象品目

小型家電リサイクル法の回収対象と

なる品目は、パソコン本体、携帯電話、

ビデオ・オーディオ、キッチン家電、生

活家電など約400品目以上あります。

本件に関するメディアの
皆さまのお問合せ先

リネットジャパングループ株式会社 担当：長堂
TEL：0562-45-2930 / FAX：0562-45-2903

※本リリースに掲載している写真をはじめ、各種素材のご提供もしております。

回収料金は1箱８８０円（＋税）、回収にパソコン本体が含まれると無料になります。

▼詳しい内容は下記HPをご覧ください▼

http://www.renet.jp/
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【会社名】 リネットジャパングループ株式会社（本社：愛知県大府市一屋町三丁目45番地）
【設立】 2000年7月
【代表者名】 代表取締役社長 黒田 武志
【資本金】 4億4,400万円
【従業員数】 348名（パート・アルバイト含む／2016年2月末現在）
【事業内容】 インターネットと宅配便を活用した「ネットリユース事業」と「ネットリサイクル事業」の２つの

ビジネスモデルで資源を循環させる事業を行っています。
【ＵＲＬ】 http://corp.renet.jp/

■リネットジャパングループ会社概要

■ １００以上の連携自治体 ／ 都市鉱山メダル連携促進委員会

本件に関するメディアの
皆さまのお問合せ先

リネットジャパングループ株式会社 担当：長堂
TEL：0562-45-2930 / FAX：0562-45-2903

※本リリースに掲載している写真をはじめ、各種素材のご提供もしております。

※連携自治体は2016年12月8日時点、報道発表前（内定）の自治体のロゴは掲載していません。

産学官連携「都市鉱山メダル連携促進委員会」として、
都市鉱山を活用したメダル運動も実施しています。

都市鉱山から作成した金メダル

http://corp.renet.jp/

